
補助金名 災害等廃棄物処理事業費補助金

対象事業

災害のために実施した廃棄物の収集、運搬及び処分
災害に伴って便槽に流入した汚水の収集、運搬及び
処分
仮設便所、集団避難所等から排出された、し尿の収
集、運搬及び処分（災害救助法に基づく避難所の開
設期間内に限る）

補 助 先 市町村（一部事務組合、広域連合、特別区を含む）

要 件

政令指定都市：事業費80万円以上
その他の市町村：事業費40万円以上

降雨：最大24時間雨量が80㎜以上によるもの 地震：異常な天然現象によるもの（震度基準なし）
暴風：最大風速（10分間の平均風速）15m/sec以上によるもの 積雪：過去10年間の最大積雪深平均値超且つ1m以上
高潮：最大風速15m/sec以上の暴風によるもの その他：異常な天然現象によるもの 等

補 助 率 １／２

地方財政
措 置

＜通常災害時＞
地方負担の80％について特別交付税措置

＜激甚災害時＞
激甚災害による負担が一定の水準を超えた市町村にあっては、残りの20％について、災害対策債により対処すること
とし、その元利償還金の57％について特別交付税措置

根拠条文
◆廃棄物の処理及び清掃に関する法律
第22条 国は、政令で定めるところにより、市町村に対し、災害その他の事由により特に必要となった廃棄物の処理を行
うために要する費用の一部を補助することができる。

災害廃棄物処理事業の概要について



災害等廃棄物処理事業費補助金

通常災害
（右記以外）

激甚災害

対象の
市町村

被災市町村
激甚災害による負担が

一定の水準を超えた市町村

国庫補助率 1/2 1/2

地方財政措置 地方負担分の80％について特別交付税措置

左記に加え、
さらに残りの20％について、災害対策債により対処
することとし、その元利償還金の57％について特別
交付税措置
※起債充当率100％

最大90％ 最大95.7％

災害等廃棄物処理事業は、市町村（一部事務組合・広域連合を含む）が災害その他の事由のために実施した廃棄
物の収集・運搬及び処分に係る事業であり、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」第22条の規定に基づき、市町
村に対し国庫補助を行うものである。



激甚災害時における災害廃棄物処理事業に要する経費の財政支援について

本事業では、国庫補助率２分の１に合わせて、残りの地方負担の８割が特別交付税措置され、措置割合が90％（実質負担10％）となる
当該災害が激甚災害に指定され、さらに財政負担が一定の水準を超える場合、災害対策基本法第102条に基づく起債の特例により、残り
１割の地方負担について市町村による起債（災害対策債の発行）が可能となる
市町村が災害対策債により対処した場合、元利償還金について57％が特別交付税措置され、措置割合が95.7％（実質負担4.3％）となる

（参考）激甚災害法に基づくスキーム災害廃棄物処理事業のスキーム

住家等の被害＝災害廃棄物が発生

補助率２分の１
残り２分の１の８割を
特別交付税措置

当該災害に起因する財政負担が
一定の水準を超える場合（※）に、

災害対策基本法第102条に基づく起債の特
例により、災害対策債の発行が可能となる

災害対策債の元利償還金について、
57％を特別交付税措置

【一定の水準を超えるとは次のいずれかの場合をいう】
① 公共土木施設、公立学校施設及び農地・農業用施設・
林道の激甚災害復旧事業費の合計額が、当該市町村の標
準税収入を超える場合。

② 当該市町村の区域における災害救助に要した費用のう
ち都道府県が支弁したものが、当該市町村の標準税収入
の100分の１を超える場合。

③ 著しく異常かつ激甚な非常災害が発生した場合で、当該
災害によりその財政運営に特に著しい支障を生じ、又は生
じるおそれがあると認められる地方公共団体として総務大
臣が指定する団体。

災害廃棄物処理事業

※激甚災害法に基づく補助率嵩上げは無い
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